別紙１

○○地域再生協議会産地生産基盤パワーアップ事業　業務方法書

第１章　総　　則
（目的）
第１条　この業務方法書（以下、「地域協議会業務方法書」という。）は、◯◯地域農業再生協議会長（以下、「地域協議会長」という。）が産地生産基盤パワーアップ事業交付等要綱（令和４年１２月１２日付け４農産第３５０６号農林水産事務次官依命通知。以下「国要綱」という。）、宮城県産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策・生産基盤強化対策）実施要領（平成２８年５月１３日付け農園環第１１７号通知）（以下、「県実施要領」という。）、宮城県産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付要綱（平成２８年５月１３日付け農園環第１１７号通知）（以下、「県交付要綱」という。）に基づき行う産地生産基盤パワーアップ事業（以下、「本事業」という。）に係る業務の方法について基本的事項を定め、もってその業務の適正な運営に資することを目的とする。
（業務運営に関する基本方針）
第２条　地域協議会長は、その行う業務の重要性に鑑み、国要綱、県交付要綱、県実施要領、産地生産基盤パワーアップ事業補助金（以下、「補助金」という。）の交付決定に当たって宮城県知事（以下、「知事」という。）から付された条件及び地域協議会業務方法書その他の法令等を遵守し、関係機関との緊密な連絡の下に国要綱に基づき行う本事業に要する経費を支払うために必要な補助金を安全に管理しつつ、地域協議会業務方法書に定めた手続に従って、取組主体に対する本事業に係る補助金の交付その他の業務を公正、適正かつ効率的に行うものとする。

第２章　産地生産基盤パワーアップ事業の実施
（産地パワーアップ計画）
第３条　地域協議会長は、国要綱別記２の第１０の３に定めるところにより産地パワーアップ計画を作成し、知事の承認を得るものとする。

（取組主体事業計画）
第４条　取組主体は、本事業を実施しようとする場合、又は承認された取組主体事業計画を変更する場合、国要綱別記２の第１０の４に定めるところにより取組主体事業計画を作成又は変更し、地域協議会長に提出するものとする。
２　地域協議会長は、提出された取組主体事業計画の内容について取り組むべき計画、又は変更内容として認めた場合は、産地パワーアップ計画に反映するものとする。
３　地域協議会長は、産地パワーアップ計画、又はその変更について知事の承認を受けた後、別紙様式第１号により産地パワーアップ計画に含まれた取組主体事業計画、又は計画変更を承認するものとする。
（取組主体による交付申請）

第５条　取組主体は、補助金の交付の申請を別紙様式第２号の補助金交付申請書により地域協議会長へ行うものとし、その提出期限は地域協議会長が別に定める日とする。

２　前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税額との合計額に充当率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでない場合にあっては、この限りでない。

３　取組主体が補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

（１）事業計画（県交付要綱　別記様式第１号別添１）
（２）産地生産基盤パワーアップ事業取組主体事業計画書

（３）施設設置等にあっては実施設計書

（４）市町村にあっては、補助金の交付に関する規則等

（５）暴力団排除に関する誓約書（県交付要綱　別記様式第１号別添２）

（６）納税証明書（全ての県税）

（７）その他知事が必要と認める書類

４　補助金の交付決定前に着手する場合にあっては、取組主体はあらかじめ地域協議会長及び知事の適正な指導を受けた上で、その理由を明記した交付決定前着手届（基金事業においては別紙様式第３号、整備事業においては国要綱別紙様式第９号）を、地域協議会長に提出するものとする。

５　次の各号のいずれかに該当する取組主体は、交付申請をすることができない。

　（１）暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団員等

　（２）県税に未納のある者

（補助金の交付決定）

第６条　地域協議会長は、知事から補助金についての交付決定通知があった場合、速やかに、別紙様式第６号により、取組主体へ交付決定通知を行うものとする。

（交付の条件）

第７条　地域協議会長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の目的を達成するために必要があるときは、取組主体に次に掲げる事項の条件を付すものとする。

  （１）取組主体の事業内容の変更又は取組主体の本事業に要する経費の配分の変更をする場合においては、別紙様式第４号により地域協議会長の承認を受けること。

　（２）本事業を中止し、又は廃止する場合においては、別紙様式第５号により地域協議会長の承認を受けること。

　（３）本事業が予定期間内に完了しない場合又は本事業の遂行が困難となった場合には、速やかに別紙様式第７号により地域協議会長に報告してその指示を受けること。ただし、国、県又は市町村の歳出予算の繰越を必要とする場合においては、必要事項を記載した繰越承認申請書の提出をもってこれにかえることができる。

（事業の着手及び入札報告）

第８条　取組主体は、本事業に着手した場合、速やかにその旨を別紙様式第８号により、地域協議会長に届け出るものとする。

２　取組主体は、前項の届け出の内容に変更が生じた場合は、速やかに別紙様式第９号により、地域協議会長に届け出るものとする。

（取組主体補助金実績報告書兼請求書）
第９条　取組主体又は取組主体と共同で申請した者（以下「共同申請者」という。）は、本事業が完了（又は一部完了）した場合は、取組主体事業計画の実施に必要な経費について、国要綱別記２の第１２の１の定めるところにより、取組主体補助金実績報告書兼請求書（以下、「実績報告書」という。）（別紙様式第１０号）を作成し、地域協議会長が定める提出期限までに、取組主体事業計画を承認した地域協議会長に提出するものとする。

２　取組主体事業計画を提出する際、当該補助金の仕入れに係る消費税等相当額を減額しないで補助金の申請をした取組主体又は共同申請者は、前項の実績報告書を提出するに当たって当該補助金の仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合は、これを補助金申請額から減額して報告しなければならない。

３　第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により本事業に要する経費に対する当該補助金の仕入れに係る消費税相当額が確定した場合には、その金額（実績報告書において、前項の規定により減額した場合には、当該金額が減じた額を上回る部分の金額）について別紙様式第１１号により速やかに地域協議会長に報告するとともに、地域協議会長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。

４　地域協議会長は、第１項の実績報告書の提出を受けるに当たって、実績報告書の提出者に対して、当該補助金の授受に関して必要な以下の事項についての承諾を得なければならない。
　　①　地域協議会長から、当該補助金に関する報告や立入調査を求められた場合にはそれに応じること。

　　②　当該補助金に係る契約書や領収書等の証拠書類を、県交付要綱第１５に規定する期間内、保管すること。

　　③　上記①、②及び国要綱等に定められた要件を満たさないことが判明した場合、補助金を返還すること。

　　④　個人情報の取扱いに関する事項

５　地域協議会長は、取組主体から提出のあった実績報告書について、審査・検査を行うものとする。
　　なお、実績報告書の審査・検査に当たっては、地域協議会にあっては市町村、県協議会にあっては県に属する補助事業に精通した者や取組計画の内容に関する専門的知識を有する者が主となり実施するなどその精度を高めるように努めるものとする。

６　地域協議会長は、地域協議会の構成団体から取組主体として申請があった場合は、当該申請に係る要件確認及び選定等に当該団体の者を関与させてはならないものとする。

（効果増進事業の執行）
第１０条　地域協議会長は、効果増進事業において自らが取組を行うこととしている場合には、知事より承認を受けた後、当該取組主体事業計画に基づいて取組を行うものとする。
　（概算払の請求）

第１１条　取組主体は、事業に要する経費について、概算払請求を行う場合は、別紙様式第１２号により取組主体補助金概算払請求書を作成し、地域協議会長へ提出するものとする。

２　地域協議会長は、前項により提出を受けた当該事業の執行上、特に必要と判断する場合は、これを認めることができるものとし、その場合は知事に補助金の概算払請求を行うことができるものとする。

　（産地生産基盤パワーアップ事業に係る補助金の支払）

第１２条　地域協議会長は、知事から補助金を交付された場合には、遅滞なく取組主体補助金請求書の提出者に補助金を交付するとともに、交付額を別紙様式第１３号により通知するものとする。
（補助金の返納）
第１３条　本事業費補助金の交付を受けた取組主体又は共同申請者は、当該補助金を受けた後に交付要件を満たさないこと又は悪意をもって虚偽の内容を申請したこと等が判明した場合には、当該補助金の全部又は一部をその交付を行った地域協議会長に返納しなければならない。

２　地域協議会長は、取組主体補助金の交付を受けた取組主体又は共同申請者が、国要綱その他の法令等に違反したと認めた場合又は本業務方法書に定めた手続に従っていないと認めた場合には、当該補助金の全部又は一部について、返納を命じることができるものとする。この場合には、地域協議会長は、違反等の内容、返納の額及び返納の期日を記載した書面を取組主体又は共同申請者に送付しなければならない。

３　前項により返納を命じられた取組主体又は共同申請者は、当該補助金を地域協議会長に返納しなければならない。

第３章　報　　　告
（事業実施状況の報告等）
第１４条　取組主体は、補助金の交付決定通知のあった年度の１２月３１日現在における事業遂行状況を別紙様式第１４号により作成し、当該年度の１月１５日までに、地域協議会長へ提出しなければならない。ただし、別紙様式第１２号（概算払請求書）をもってこれにかえることができる。

２　前項に定める時期のほか、本事業の円滑適正な執行を図るため必要があると認めるときには、地域協議会長は取組主体に対して当該補助金の遂行状況報告書を求めることができるものとする。

３　取組主体は、国要綱別記２の第１５及び第１６に基づき、取組主体実施状況報告書及び評価報告書を作成し、事業実施年度の翌年度の６月３０日までに地域協議会長に報告するものとする。
第４章　雑　　　則
　（財産の管理等）

第１５条　地域協議会長は、取組主体及び共同申請者に対して、本事業により取得した財産を、本事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従い、効率的な運用を図るように指示しなければならない。

２　地域協議会長は、取組主体及び共同申請者に対して、取得財産を処分することにより、収入があり、又は収入があると見込まれるときは、その全部又は一部を第９条に準じて県に納付させることがある。

（帳簿の備付け等）
第１６条　地域協議会長及び本事業に係る補助金の交付を受けた取組主体は、本事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整理するとともに、これらの帳簿及び証拠書類を補助金を受領した会計年度の翌年度から５年間保存するものとする。
２　地域協議会長は、必要に応じて、取組主体に対し、取組主体補助金に係る経理内容を調査し、地域協議会長への補助金の請求の基礎となった関係書類等の閲覧を求めることができるものとする。
（その他）
第１７条　本業務方法書に定めるもののほか、本事業に係る業務の方法についての細部の事項については、必要に応じて、知事の承認を受け、地域協議会長が別に定めるものとする。
　　　附　則
　この業務方法書は、知事の承認のあった日から施行する。

　　　附　則

　この業務方法書の変更は、知事の変更承認のあった日から施行する。
